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1．はじめに 

鉄道において、地震時に地震計で算出された地震動指標が一定の基準値を超過した場合、予め設定した区間

を対象に安全確保に向けた施設点検が実施される例えば 1)。地震の規模によっては施設点検が広範囲となり、運

転再開までに時間を要する事例が報告されている 2)。2018 年 11 月より、準天頂衛星測位システム みちびき 3)

の運用が 4 機体制で開始され、高精度測位を行うことが可能な受信衛星数を確保することが可能となった。み

ちびきを含む GNSS(Global Navigation Satellite System、全地球航法衛星システム)を活用し、地震時に弱点とな

りやすい箇所、例えば未補強の盛土区間や橋台裏盛土などにおいて変位を常時計測することで、地震発生前後

の計測変位に基づいた施設点検の範囲の絞り込みや優先順位付けにより、列車運転再開までの時間を短縮で

きる可能性がある。本研究は、2 台の GNSS センサー(古野電機株式会社製、MG-87M01)を用いた相対変位計

測の精度や即時性に関する性能確認の結果について述べる。 

2．計測分解能確認試験 

2 台の GNSS センサーによる水平方向と鉛直方向の相対変位計測の性能を確認するために、不動状態の計測

変位のゆらぎとその統計量を整理した。図 1 に、基線長(2 台の GNSS センサーの直線距離)を 20m とした場合

における水平方向と鉛直方向の 24 時間のゆらぎを示す。この図によると、不動状態においても GNSS の計測

変位はゆらぎを有し、その程度は水平方向より鉛直方向の方が大きく、変位の二乗平均平方根(RMS)はそれぞ

れ 1.24mm と 4.23mm となった。次に、基線長の違いによる変位計測の性能を確認するため、水平方向と鉛直

方向の基線長と RMS の関係を図 2 に示す。先に示した通り、鉛直方向のゆらぎは水平方向と比較して、RMS

で 2～3 倍程度大きくなる傾向があり、基線長が長くなるほどその傾向は大きくなる結果が得られた。実際に

は変位が生じていないため、ここに示す変位計測のゆらぎの程度は、基線長に対応した GNSS による変位計測

の分解能に相当すると考えられる。水平方向は基線長が 5000m 程度までは 1 から 3mm 程度の概ね同一のゆら

ぎとなるが、基線長が 5000m 以上の場合にはゆらぎが増大することが明らかとなった。これより、水平方向

に対して 1 から 3mm 程度の計測精度の確保を目指して GNSS センサーを設置する場合、基準点と観測点のセ

ンサー間隔は 5000m 程度までとなるように留意する必要があることが確認できた。 

 
図 1 水平方向と鉛直方向の計測変位のゆらぎ(24 時間) 

 
図 2 基線長と RMS の関係 

3．強制変位試験 

地震時における構造物変位の計測性能を確認する目的から、一方を固定し他方を静的に動かして相対変位を

計測する強制変位試験を実施した。本研究では図 3 に示す、300mm まで変位を発生できる可動式治具を製作

し、精密な長さに切断した板を抜き出しすることにより変位を与えた。試験は 20m から約 30km の基線長にお

いて、水平方向と鉛直方向の強制変位を数時間おきに複数回発生させて計測を行った。図 4 に基線長 5805m 
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で水平方向に 150mm、100mm、50mm、13mm の強制変位を約 2 時間間隔で発生させた結果を示す。青丸のプ

ロットは、スタティック測位法を用いた 5 分毎の解析値を示している。この解析値は測位座標データの過去 30

分間の移動平均から算出する。過去データを用いるため、変位発生から変位を算出するまでには時間を要する

が、変位発生の 30 分後には、水平方向で 50mm 程度の変位を精度良く検知できることが確認できた。 

図 3 強制変位試験の状況 

 
図 4 水平方向の強制変位試験の結果例 

4．変位計測の即時処理に関する検討 

本研究の GNSS による変位計測は、地震後の点検判断支援への適用を目的としていることから、情報取得に

は即時性が求められる。そこで、即時性を高めるためにデータ処理方法の検討を行った。解析には、GNSS 干

渉測位法の一種であるキネマティック測位法を使用した。キネマティック測位法は、3 章で述べたスタティッ

ク測位法と比較して精度は劣るものの、数秒から数分程度の短時間のデータ長で測位が可能である。図 4 にキ

ネマティック測位法による 30 秒ごとの水平変位の解析値を併せて示す。強制変位量と解析値の差分の誤差

RMS は 45mm 程度となっているが、スタティック測位法に比べて短時間で変位量を把握できることが分かっ

た。すなわち、50mm を超えるような変位が生じた場合には、キネマティック測位法を適用し、適切なデータ

処理を行うことにより構造物の変位を即時的に検知できることが示された。 

5．連続稼働試験 

地震時に弱点となりやすい箇所への GNSS を用いた

変位計測の実現性を確認する目的から、図 5 に示す鉄道

総研の試験用盛土において、GNSS センサーを設置し連

続稼働試験を行った。GNSS センサーは、短い支柱を埋

め込んだコンクリートブロックに緊結し、そのコンクリ

ートブロックを盛土ののり肩とのり尻に埋設すること

により設置した。2 か月の連続稼働試験の結果、安定し

たデータの記録が確認でき、盛土への GNSS センサーの

設置の実現性を確かめることができた。 

6．おわりに 

2 台の GNSS センサーを用いて相対変位計測の分解能や即時性を評価し、盛土における連続稼働試験により

実現性の確認を行った。その結果、GNSS は構造物変位計測に対して実用的な分解能や即時性を有しているこ

とが示された。GNSS による衛星測位の情報は、地震発生直後の構造物変位の早期検知に適用できると考える。 
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図 5 盛土における連続稼働試験の状況 
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